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概 要

本発表は研究発表とは違う．その目的は，第一
著者を代表者として科学研究費の助成を受けた研
究「言語研究者の容認度評定力の認証システムの
試作：容認度評定データベースを基礎にして」の
周知と，研究プロジェクトへの協力の呼びかけで
ある．特に評定課題の刺激となる日本語文集合の
選定で，プロジェクト外のいる研究者—言語学者
や心理学者—からの希望を受け付けたいと思って
いる．

1 はじめに
1.1 研究プロジェクトの目的

本研究の第一の目的は，項目反応理論に基づい
た日本語文の十分な規模の容認度評定データベー
スの構築である．これは理論系 vs実験系の別や基
礎 vs応用の区別を問わずに研究資源として有用で
あるため，構築が待望されているデータと思われ
るのだが，国内外問わず，今だに構築がない．この
データを，統制した日本語文集合への一般人の反
応をサンプリングして構築する．
第二の目的は，当該データベースを土台にした，

研究者向け容認度評定能力の認証システムの試作で
ある．これが何のために必要，かつ有効かと言うと，
想定システムの無償利用が可能になれば，個々の言
語研究者が自分の容認度判断の信頼度を有能性のシ
グナルとして発信する事が可能となるからである．
これは長期的に言語研究で使用される「証拠」の
質を上げ，Evidence-based Linguistics (EBL) [10]

の基礎になる事が期待できる．

1.2 研究の背景と位置づけ

言語研究者はしばしば，文の容認度を評定し，そ
れに基づいて議論する．それは，自然な文 (=容認
可能な文)と不自然な文 (容認不可能，あるいは困
難な文)の区別を確定し，その差が生じる理由を明
らかにする事が，言語学の目標の一つだからであ
る．この判断を容認性判断，ないし容認度評定と
呼ぶ．
容認性判断と容認度評定の違いは，前者が

Yes/No の二値判断=カテゴリー判断なのに対し，
後者は中間的段階を認める所にある（更に言うと，
容認性判断と別に文法性判断もあるが，両者の区
別はここでは取り上げない）．以下では，より一般
的な概念である「容認度評定」の方で総称する．
例えば言語研究者は，次のような対比を用いて

議論を進める:

(1) a. その獣は獲物を襲った．

b. その獣は獲物に襲いかかった．

(2) a. ?*その発作は患者を襲った．

b. *その発作は患者に襲いかかった．

*の付いた事例は容認が困難な事を，烙印のない
事例は容認度に異常がない事を．?*が付いた事例
は中間事例である事を，それぞれ表わす．
容認度評定を証拠に使う事は言語研究で一般的

な方法であるが，明らかな難点が二つある．第一
に，外部参照値がないため，個々の判断にどれ程
の信頼が置けるのかが不明である．この種の判断
が確証バイアス [1, 2, 3, 4, 6, 8]に左右される事が
特に問題である．
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第二の問題は，個々の評定者による評定値と「真」
の容認度との関係のモデル化が単純過ぎる事であ
る．これは私見では，第一の問題よりずっと深刻で
ある．観測精度の問題を真剣に考慮するなら，任意
の文について，容認度評定は事例ごとに独自の統
計分布を示し，幾つかの分布クラスが存在すると
考えるべき理由がある．だが，現在の言語学では，
容認度評定の結果測定自体が行われていないので，
その必要性すら自覚されてない．
容認度評定は長らく理論言語学の（ほぼ唯一の）

証拠として使われて来たし，今だに完全な代替が
ない状態である．この理由で言語学の研究成果は
玉石混交であり，分野外から見た信用は下がり続
けているのだと思う．
だが，事態が改善される兆しは微かである．例

外的な研究として [11, 12, 13]がある位である．

1.3 到達目標

この状況は明らかに泥沼であり，それから脱す
るには少なくとも次の Aが必要であり，Bが実現
できれば更に望ましい:

A. 第一に，統制された刺激文で構成される文集
合に対する非専門家の容認度評定値の分布を
データベース化し，容認度評定という課題の
反応分布を明らかにし，結果を研究者の共有
資源とする．

B. 第二に，上の容認度評定値データベースを (部
分的に)参照し，個々の研究者の判断の信頼度
を保証する認証制度を実現する．

容認度評定データと認証システムが利用可能と
なり，言語研究者が判断の信頼性を自己開示する
事が可能になれば，言語学の研究成果の信頼度が
長期的に引き上げられる．それが期待できるのは，
学会の権威への挑戦が簡単になるからである．

2 研究方法と計画
2.1 方法

容認度評定の認証は次の 3つの手順 (正確には 4

手順)で実現できる．

(3) 認証システムの構築手順

Step 1. 刺激文集合 E の設計と構築

Step 2. E に対する一般被験者の反応のデータ
ベース化 (結果を D)

Step 3i. D に基づく認証クラスの特定

Step 3ii. 容認度評定力の認証システムの開発

2.2 計画

今後の実行計画は次の通りである:

(4) 計画

H28年: Step 1を実施し，可能であれば Step 2の
予備実験も実施

H29年: Step 2 (と Step 3i)を実施

H30年: (Step 3iと) Step 3iiの実施

具体的手順を以下で順に説明する．

2.3 Step 1.

なるべく大きな規模の，統制の取れた文の集合
E を用意する．ただし，

(5) a. E の事例数は少なくとも数百の規模．可
能ならば千台に乗せたい．

b. E は逸脱のない (=容認度の高い)文だけ
でなく，逸脱のある (=容認度の低い)文
を十分に含んでいる必要がある．

c. E はサンプルとは言え，それなりのカ
バーを持ち，選定基準が学派の利害から
独立している必要がある．
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E の構築で制御すべき要因の一つが逸脱の度合
いである．これは不自然な文を作る作業を前提と
しており，これは言語学を学んだ研究者の協力を
得て実現する．
もう一つの条件は，E の代表性の確保のために

日本語の基本構文をなるべく多くカバーする事で
ある．この際，基本構文に強く結びついた動詞を
選定する事が必要になる．これは大規模言語デー
タを日常的に扱っている研究者の協力を得て実現
する．

ここで宣伝✓ ✏
刺激文集合 E の選定でプロジェクトに参加し
ていない方々 (特に言語学者や心理学者)を対
象に希望調査を行う予定です．Web調査を考
えていますので，関与を希望する方は第一著者
に連絡を下さい．✒ ✑

2.4 Step 2.

言語学を専門としない一般被験者 R に一定の指
示 I を与え，E のそれぞれの文 ei の容認度を評
定して貰う．ei に平均 mi と分散 vi が割り当てら
れる．この結果 D は，.ei ; mi ; vi /という三組であ
る．ただし，

(6) a. R は (少なくとも) 数百人の規模である
べき．

b. I の例は h 4. 違和感なし— 3. 言ってい
る事はわかるが，軽く違和感を感じる—

2. それなりに違和感を感じるが，言いた
い事は理解できる— 1. 強く違和感を感
じるが理解できない程ではない— 0. 意
味不明 iの 5件法など．

この段階で重要なのは，幅広い範囲の評定者と
最適反応を導く I の設計である．これは心理実験
と効果測定の専門家の協力を得て実現する．

2.5 Step 3

2.5.1 Step 3i.

評定者 P の容認度判定の信頼度を，次の指標で
評価する (ただし，本手順の bが Step 2の一部と
して実行可能な場合には，そうする)．

(7) a. Dから適当な部分集合を選定し，これを
T とする (T の要素数は数十)．なお，T

は D の公開部分から除外する．

b. P に Rに与えたのと同じ指示 I を与え，
T のそれぞれの要素 ti について，容認度
を評価して貰い，かつ反応の分散の大き
さを予想して貰う．

c. xi D Œ.ti の平均値/ ! .P による tiの評定
値/!と yi D Œ.ti の分散のクラス/! .P の
予想した tiの分散のクラス/!を評価する．

段階 bで使う分散評価の基準は，f L:大きい (=

評定値が人によって割れる); S.小さい (=評定値が
人によって割れない); M.両者の中間ぐらい gの 3

値分類を想定する．
段階 cの評定者 P の容認度評定の信頼度の評価

法は次の通り: D のうちの k 個が T として選ば
れて，P に刺激として与えられるとして，それぞ
れの刺激 ti について，

X D ˙k
iD1x2

i ; Y D ˙k
iD1y2

i

を計算する．この時，P による評価の Rによる評
価に対するズレの指標Z2 D .X C Y /=k の値が小
さいほど，P による容認度評定はそれだけ (R に
対し高い代表性をもっていると判断できるので)信
頼できると考える．
なお Y の個々の要素については，分散クラスの

予想値と真値とが

(8) a. (L, L), (M, M), (S, S) のように一致した
場合は 0，

b. (L, M), (M, S) のように 1度の食い違い
を生じた場合は ı，
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c. (L, S)という 2度の食い違いを生じた場
合は 2ı

の罰則が発生すると想定する (L, M, S の区分の基
準や ı の値は事後的に求める)．

2.5.2 Step 3ii.

ズレの分布 Z を予備調査で確定すれば，その後
は任意の人が行った容認度判定の信頼度を，例え
ば事後的に定める ˛, ˇ を用いる事で，次の 5クラ
スのどれかに分類する事が可能である:

(9) a. S級 (C2˛ 以上),

b. A級 (C1˛とC2˛の間),

c. B級 (!1ˇとC1ˇの間),

d. C級 (!2ˇと !1ˇの間),

e. D級 (!2ˇ以下)

正規分布なら，˛ D ˇ D "

とは言え，Z の分布は不明であり，言語研究者
に対象とする予備調査の結果に基づいて，分布の
性質を確認する必要がある．
以上の手順で容認度評定の認証システムのエンジ

ンが得られる．本格的な運営は将来の課題とする．

3 議論
3.1 本研究の挑戦性

自然言語文の十分な規模の容認度評定データベー
スは，構築が待望されている言語研究の重要な基
礎データである．その理由は，この種のデータが理
論系 vs 実験系の別や基礎 vs 応用の区別を問わず
に言語研究のリファレンスとなるからである．し
かし，そのようなデータベースは国内外問わず，今
だに存在していない．それを世界に先駆けて実現
しようとする本研究には少なくとも次の二つの斬
新性がある．
第一の斬新性は，容認度評定データベースの構

築のための方法論を提示する所にある．具体的に

言うと，容認度評定を，刺激に対する個々人の反応
パターンの統計分布と見なし，項目反応理論 (Item

Response Theory) [14, 15, 16]を応用して記述す
る．その背景として，容認度分布に質的に幾つか
の異なるクラスを見出す事を想定している．これ
は従来の言語観には皆無だった視点であり，この想
定の正しさが確証されれば，それだけでインパク
トの強い成果が得られる．
第二の斬新性は，当該のデータベースを，専門

の研究者が行う容認度評定の信頼性の認証評価シ
ステムの構築という応用を見込んだ形で構築する
所にある．認証評価の対象となった人の容認度評
定の信頼性は，評定の代表性の保証という形で与
えられる．このような評定の質的保証がないため
に，言語学者による専門研究の成果は玉石混交で
ある．言語研究者が本認証システムを使って自己
情報の開示 (シグナリング)を始めれば，その効果
の蓄積の結果として，玉を石から見分ける事が将
来は可能となるはずである．
判断の代表性の保証は，判断の正確さに自分が

代表する集団の反応の分散の予想を組み込む事で
高精度化される．共有されている刺激（この場合，
自然言語文）に対する反応の平均値を予測する課
題 (John Maynard-Keynes の言う「美人コンテス
ト」)は典型的であるが，当刺激に対する反応の分
散を予想させ，その精度を評価に組み入れるのは
類を見ないモデル化であり，一定の効果が期待で
きる．
なお，システムの本格的な運用は試作成功後の

課題とする．

3.2 補足的注意

本研究の第一段階の成果は，二点目の斬新性が
真でなくても，それだけで容認度評定の基礎理論
の刷新に貢献する．ヒトの認知活動の複雑さを考
えると，同一の刺激に対し一様な反応が得られ，そ
れが真の反応であるという，従来の言語学の理想
化は素朴過ぎる．だが，そのモデルの改訂は今ま
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で誰も試みていない．構築された容認度評定デー
タをサンプルとする事で，ヒトの容認度評定の緻
密なモデル化が将来的に可能となると期待できる．
この点については§4.1で再説する．
容認度データベース構築では日本語が対象とな

る，それには三つの理由がある．i) 第一に，異国
語 (例えば英語)の言語資源の構築は非母語者に手
に負える程に簡単なものではない．ii)第二に，仮
に構築が可能だとしても，日本国内での有用性が
限定される．iii)第三に，構築されたものが英語の
データでないとしても，このようなデータベース
の構築が可能である事実を立証するだけでインパ
クトは十分に大きく，方法論自体は言語に依存し
ない透明性の高いものなので，他言語の研究でも
本研究の成果を追従する事が確実に起こると期待
できる．
一方，日本語データの構築が済んでしまえば異

言語への移植は難しい事ではない．特に期待でき
るのは，日本語教育への展開性である．

4 最後に
4.1 射程の限界

最後に幾つか，現時点で取り上げる予定にない
事を明示しておきたい．
本研究の射程は二つの意味で限られている．第

一に，本研究は萌芽的ものであり，一気に完成度の
高い成果を上げる事は目指していない．方法論の
確立が最優先事項であり，応用的有用性の追求は
それに準じる．
第二に現実的な面として，したいと思っている

事のすべてをやり遂げるのに (研究者の頭数や力量
を含めて)十分な研究資源が備わっている訳ではな
い．端的に言えば，期間内，予算内で達成できる
事が限られている．
以上の制限の下で，将来的に達成すべきである

が射程外にあるのは次である:

(10) a. 容認度評定に文脈が与える影響の測定

b. 得られた結果の社会言語学的考察

まず (10a)について言うと，ベースライン反応
がわかっていないと文脈の影響は調べようがない．
本研究の目標は，将来的に文脈効果の研究を可能
とするためのベースライン反応の記述である．
一般的に容認度を考えるためには，表現 Eに内

在する容認度，文脈効果 C，評定者効果 Rの三組
で構成される容認度空間E "C "Rを考える必要が
ある．このモデル化で重要な事は，C と Rの分離
である (R は評定者の個性 # 癖と見なして良い)．
Rを C から分離するモデル化は，ほとんどの言語
の意味構築の理論で明示的に行われていない事で
あるが，容認度評定が心理反応の一種である事を
考えれば，モデルの精緻化のために明らかに導入
すべき仮定の一つである．

E，C，Rのそれぞれは，理想的には他の二つの要
因を固定した状態で測定すべき抽象的対象である．
今回の調査に関して言うと，Eと C を固定して R

を記述する事が主な目的である．これが確立したら，
その後に，EとRを固定して，C を記述する事が可
能になる．期待を込めて言うと，これは実験意味論/

語用論 (experimental semantics/pragmatics) [7,

5]の研究精度を向上させるだろう．
ここで，Rは際限なく変異するもの，つまり評

定者の数だけ異なりがあるものでなく，幾つかの
基本戦略 (strategies)に分類できるものと想定して
いる．これは未検証の想定であるが，予備的な調
査 [9]から示唆されている可能である．本研究の
目標の一つはこの想定の妥当性の検証であり，容
認度評定の認証システムを実装は，その検証の肯
定的結果の応用となる．

4.2 社会調査との統合の必要性

上述の Rを構成する要因が，単に認知的なもの
であるだけでなく，社会言語学なものである事が
想像できる．例えば，容認度評定の戦略が，学齢
や学習履歴や学習態度と相関を持つ事は容易に想
像しうる．だが，容認度評定の戦略が具体的にど
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ういう形で評定者の社会的属性と結びついている
かは，しっかりした社会調査を実施しなければ確
定しようがない．これは将来的に実現すべき目標
の一つであるが，調べるべき社会的属性の選定を
含め，現時点では準備が整っていない．この方向
性は本研究が一定の成果を収めた後に着手したい．
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